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１．はじめに 

平成29年の九州北部豪雨災害や平成30年の西日本豪雨災害では、全国的に甚大な洪水氾濫災害が発

生したが、県管理の中小規模の河川においてとくに大規模な被害が発生した。とくにそれらの河川の

中山間地の区間では、上流からの土砂の供給により河床が上昇するなど河川地形が変動し、それが洪

水氾濫を助長した現象が各地で発生したとみられる。しかし、これらの河川計画、ならびに全国で進

められている洪水浸水想定区域図の作成においては想定最大規模の降雨を外力としていても、それに

よって流域から流出してくる土砂の影響は全く考慮されていない。 

本研究では、河川地形の変動を考慮した中小河川の河道計画策定手法を探ることを目的として、土

砂の影響を考慮した洪水氾濫リスクの推定を行う。そのため、浸透流モデル、崩壊土量推定モデル、

二次元土砂・氾濫モデルから構成される統合型モデルを構築し、それを大阪府大東市に適用して土砂

氾濫の危険度について検討した。 

２．解析モデル 

 本研究では、浸透流モデル、崩壊土量推定モデル、二次元土砂・氾濫モデルから構成される統合モ

デルを構築する。各モデルの関係は、図-1に示すとおりである。 

2.1 浸透流モデル 

土層の水分量と間隙水圧の変化は、以下のRichards式で計算される。
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ここに、θwは体積水分量、K(ψ)は圧力水頭ψに依存する不飽和透水係数である。この式は、以下の関

係を用いて陰的に解かれる。 

𝑆𝑆𝑒𝑒 =
𝜃𝜃𝑤𝑤 − 𝜃𝜃𝑟𝑟
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ここに、Seは有効含水量、θs, θrは飽和含水量と不飽和含水量、αとηはvan Genuchtenのパラメータでm = 
1-1/η、KSは飽和透水係数である。中間流を解くため、地表面における境界条件は表面流出による水深

を圧力水頭に変換して与える。地表面における鉛直方向の浸透フラックスqoutは、以下の式で計算する。 
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2.2 表層崩壊予測と崩壊土砂量の推定モデル 

2.2.1 安全率の算出 

平衡状態における安全率を求める手法はいくつか提案されているが、本研究では1次元無限長斜面モ

デルを用いる（図-2）。すべり面は土層厚さに比べて十分に長く、崩壊は基岩面の角度と平行に発生

するものとする。せん断応力は、次のように計算される。 



図-1 解析モデルの構成 

図-2 各セルの平衡状態 

𝜏𝜏 = �𝛾𝛾𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝜕𝜕𝑤𝑤 + 𝛾𝛾�𝑑𝑑𝑔𝑔 − 𝜕𝜕𝑤𝑤�� sin𝜃𝜃 cos𝜃𝜃

同様に、抵抗力は次のように計算される。 

𝜏𝜏𝑓𝑓 = 𝑐𝑐 + (𝜎𝜎 − 𝑢𝑢) tan𝜙𝜙
= 𝑐𝑐 + �(𝛾𝛾𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜 − 𝛾𝛾𝑤𝑤)𝜕𝜕𝑤𝑤 + 𝛾𝛾�𝑑𝑑𝑔𝑔 − 𝜕𝜕𝑤𝑤��cos2𝜃𝜃 tan𝜙𝜙

ここに、γsatは飽和土の単位重量、γwは水の単位重量、cは土の粘着性、dgは土層厚、zwは土中の水深で

ある。 

したがって、安全率FoSは次のように計算される。

FoS =
𝑐𝑐 + �(𝛾𝛾𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜 − 𝛾𝛾𝑤𝑤)𝜕𝜕𝑤𝑤 + 𝛾𝛾�𝑑𝑑𝑔𝑔 − 𝜕𝜕𝑤𝑤��cos2𝜃𝜃 tan𝜙𝜙

�𝛾𝛾𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝜕𝜕𝑤𝑤 + 𝛾𝛾�𝑑𝑑𝑔𝑔 − 𝜕𝜕𝑤𝑤�� sin 𝜃𝜃 cos𝜃𝜃

2.2.2 セルのグループを考慮した安全率 

実現象においては、ある斜面の崩壊が隣接する斜面の安全率を引き下げる可能性もある。実際に、

2019年の東日本台風によって被災した宮城県丸森町の現場では、このような形態の斜面崩壊が見られ

た。これを考慮するため、本研究では反復計算法1)を用いる。Boutら1)は、不安定な各セルに対して周

Sediment yield Seepage flow 

Inundation flow 

Resisting shear stress 



図-3 落水線に沿った隣接セルの安定性の考慮 

囲8方向のセルの安定性を計算していたのに対して、本研究では、再急勾配方向に基づいて落水線を作

成することで上流方向をもった各セルを識別することができる。したがって、計算中にあるセルが不

安定になった場合、上流側のセルのみの安定性を調べればよいことになる（図-3）。この反復計算法

では、基岩に平行なすべり面を計算する代わりに、地表面の勾配によってすべり面を計算することが

できる。崩壊が発生すると、地表面の勾配が変化することで力の均衡が崩れる影響を考慮することが

できる。以下に、反復計算法の手順を記載する。 

ステップ1：タイムステップtにおいて、全領域の安全率を計算して不安定なセルを抽出する。

ステップ2：これらの不安定なセルが上流側のセルに与える影響を考慮して、安定になるまで土層厚

を∆zだけ減少させる。

ステップ3：土層厚が減少すると、上流側セルと不安定セルの勾配は増加するため、上流側セルの勾

配と安全率を再度計算する。 

ステップ4：安全率が1未満のセルがあれば、不安定セルがなくなるまでステップ2と3をくり返す。 

ステップ5：各セルに対して、∆z∆x∆yをそのタイムステップにおいて発生した土砂量とする。

ステップ6：t + ∆tに進む。

反復計算の手順は、図-4のセル5,6,7に示すとおりである。発生した土砂の体積は、高濃度の洪水流

に変換される。このような高濃度流は、発生地点から出発して、斜面崩壊によって土砂が瞬時に流下

し始めるものとする。 

2.3 Godunovスキームに基づいた氾濫モデル 

本研究では、降雨イベント中の斜面安定性やセルごとに生産された土砂量を同時に考慮する必要が

あることから、統合した河川流域モデルを用いる。解析法には、Godunovスキームに基づく有限体積法

を用いる。 

2.3.1 基礎方程式の保存形 

水と土砂に対する質量と運動量の保存式は、次式のように表される。 



図-4 すべり面と崩壊土量の計算過程 
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である。 

Uは保存量ベクトルで、hは水深、u, vは水深平均流速、hu, hvはそれぞれx, y方向の単位幅流量、Cは
体積土砂濃度、zbは初期河床からの侵食／堆積厚である。FとGは、コントロールボリュームの境界を

通過するx, y方向のフラックスである。

Sの第1成分は、侵食／堆積、降雨による単位面積あたりの横流入流量、単位面積あたりの浸透を含

んでいる。iは侵食／堆積速度、c*は河床中の固相割合、sbは河床の飽和度である。S0xとS0yは、x, y方向

の底面勾配を表しており、次式のように表される。 

𝑆𝑆0𝑥𝑥 =
𝜕𝜕𝜕𝜕𝑏𝑏
𝜕𝜕𝜕𝜕

, 𝑆𝑆0𝑦𝑦 =
𝜕𝜕𝜕𝜕𝑏𝑏
𝜕𝜕𝜕𝜕

SfxとSfyは、x, y方向の摩擦勾配を表している。これらは底面せん断応力に関連し、体積土砂濃度に応じ

て3通りの式形で表される。 

𝑆𝑆𝑓𝑓𝑥𝑥 =
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図-5 侵食速度と∆t内の侵食の進行
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ここに、nはManningの粗度係数、dmは土砂の平均粒径である。

2.3.2 侵食速度式 

 鉛直方向のセルの大きさは、表面流が生じたときに表面に接するセルが飽和するように小さくする。

その場合の侵食速度は下記のようになる。 

𝑖𝑖𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜 = 𝛿𝛿𝑒𝑒
𝑐𝑐∞ − 𝐶𝐶
𝑐𝑐∗ − 𝑐𝑐∞

�𝑢𝑢2 + 𝑣𝑣2

ここに、c∞は平衡土砂濃度、δeは侵食速度係数である。しかし、図-5に示すように、計算タイムステ

ップ∆tの間に、侵食深が飽和層厚Dsよりも大きくなることがある。飽和層と不飽和層が存在するため、

侵食深は∆tsat = Ds/isatの間に作用する部分と、∆tunsat = ∆t - ∆tsatの間に不飽和侵食速度が作用する部分

の2つの部分に分割できる。したがって、侵食速度は次のように表現できる。 

𝑖𝑖𝑒𝑒 =
{𝑖𝑖𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜∆𝜕𝜕𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜 + 𝑖𝑖𝑜𝑜𝑟𝑟𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜∆𝜕𝜕𝑜𝑜𝑟𝑟𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜}

∆𝜕𝜕

高橋2)は、不飽和における侵食速度式を理論的に導出している。 



𝑖𝑖𝑜𝑜𝑟𝑟𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜 = 𝐾𝐾𝑒𝑒�𝑔𝑔ℎsin3 2⁄ 𝜃𝜃 �1 −
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ここに、Keは定数、φは土砂の内部摩擦角、ρは水の密度、∆τはサクションによるせん断応力である。

2次元の場において、θは流速の方向に対する水面勾配とみなし、以下のように計算する。 

tan𝜃𝜃 =
𝑢𝑢 sin 𝜃𝜃𝑏𝑏𝑏𝑏′ + 𝑣𝑣 sin 𝜃𝜃𝑏𝑏𝑏𝑏′

√𝑢𝑢2 + 𝑣𝑣2

ここに、 

𝜃𝜃𝑏𝑏𝑏𝑏′ = 𝜃𝜃0 + tan−1 �−
𝜕𝜕(𝜕𝜕𝑏𝑏 + ℎ)

𝜕𝜕𝜕𝜕
� ,𝜃𝜃𝑏𝑏𝑏𝑏′ = 𝜃𝜃0 + tan−1 �−

𝜕𝜕(𝜕𝜕𝑏𝑏 + ℎ)
𝜕𝜕𝜕𝜕

�

である。 

2.3.3 堆積速度式 

流動部分の堆積土砂濃度が平衡土砂濃度よりも大きい場合、土砂は堆積する。堆積速度idは以下の

式で表される。 

𝑖𝑖𝑑𝑑 = 𝛿𝛿𝑑𝑑
𝑐𝑐∞ − 𝐶𝐶
𝑐𝑐∗

�𝑢𝑢2 + 𝑣𝑣2

ここに、δdは堆積速度係数である。

2.3.4 2次元有限体積法 

2次元浅水流方程式は、以下の式形で表される。 

𝜕𝜕𝑼𝑼
𝜕𝜕𝜕𝜕

+ ∇ ∙ 𝑬𝑬 = 0

ここに、E = (F, G)である。上式のコントロールボリュームΩij上の積分形は、以下のようになる。

𝜕𝜕
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+ � ∇ ∙ 𝑬𝑬
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𝑑𝑑Ω = 0

ガウスの発散定理を適用して変形すると、以下のようになる。 

𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕
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Ω𝑖𝑖𝑖𝑖

+ � (𝑬𝑬 ∙ 𝒏𝒏)
∂Ω𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑑𝑑𝑠𝑠 = 0

ここに、n = (nx, ny)はコントロールボリュームに対する外向き単位法線ベクトルである。

 本研究では、これらの式を2つに分割する。１つは、連続式と運動量式による3成分から成る。これ

により得られた解を、土砂の連続式と河床変動式から成るもう1つの式系で用いる。こうすることで、

ベクトルUとEの成分は3つとなり、(E・n)のヤコビアン行列Jnを定義することができる。

𝑱𝑱𝒏𝒏 =
𝜕𝜕(𝑬𝑬 ∙ 𝒏𝒏)
𝜕𝜕𝑼𝑼

=
𝜕𝜕𝑭𝑭
𝜕𝜕𝑼𝑼

𝑛𝑛𝑏𝑏 +
𝜕𝜕𝑮𝑮
𝜕𝜕𝑼𝑼

𝑛𝑛𝑏𝑏 = �
0 𝑛𝑛𝑏𝑏 𝑛𝑛𝑏𝑏

(𝑔𝑔ℎ − 𝑢𝑢2)𝑛𝑛𝑏𝑏 − 𝑢𝑢𝑣𝑣𝑛𝑛𝑏𝑏 𝑣𝑣𝑛𝑛𝑏𝑏 + 2𝑢𝑢𝑛𝑛𝑏𝑏 𝑢𝑢𝑛𝑛𝑏𝑏
(𝑔𝑔ℎ − 𝑣𝑣2)𝑛𝑛𝑏𝑏 − 𝑢𝑢𝑣𝑣𝑛𝑛𝑏𝑏 𝑣𝑣𝑛𝑛𝑏𝑏 𝑢𝑢𝑛𝑛𝑏𝑏 + 2𝑣𝑣𝑛𝑛𝑏𝑏

�

上のヤコビアン行列の固有値は、以下のように与えられる。 



𝜆𝜆1 = 𝑢𝑢𝑛𝑛𝑏𝑏 + 𝑣𝑣𝑛𝑛𝑏𝑏 + 𝑐𝑐
𝜆𝜆2 = 𝑐𝑐
𝜆𝜆3 = 𝑢𝑢𝑛𝑛𝑏𝑏 + 𝑣𝑣𝑛𝑛𝑏𝑏 − 𝑐𝑐

ここに、cは波の伝播速度である。それぞれに対応する固有ベクトルは、

𝒆𝒆𝟏𝟏 = �
1

𝑢𝑢 + 𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏
𝑣𝑣 + 𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏

� , 𝒆𝒆𝟐𝟐 = �
0

−𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏
𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏

� , 𝒆𝒆𝟑𝟑 = �
1

𝑢𝑢 − 𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏
𝑣𝑣 − 𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏

�

ヤコビアン行列は、それぞれ固有値と固有ベクトルで構成される行列ΛとPによって対角化することが

できる。 

𝑷𝑷 = �
1 0 1

𝑢𝑢 + 𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏 −𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏 𝑢𝑢 − 𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏
𝑣𝑣 + 𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏 𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏 𝑣𝑣 − 𝑐𝑐𝑛𝑛𝑏𝑏

� , 𝚲𝚲 = �
𝑢𝑢𝑛𝑛𝑏𝑏 + 𝑣𝑣𝑛𝑛𝑏𝑏 + 𝑐𝑐 0 0

0 𝑢𝑢𝑛𝑛𝑏𝑏 + 𝑣𝑣𝑛𝑛𝑏𝑏 0
0 0 𝑢𝑢𝑛𝑛𝑏𝑏 + 𝑣𝑣𝑛𝑛𝑏𝑏 − 𝑐𝑐

�

したがって、以下のように記述できる。 

𝑱𝑱𝒏𝒏 = 𝑷𝑷𝚲𝚲𝑷𝑷−1

数値フラックスをセル境界の中点で定義すると、基礎式は以下のようになる。 

� 𝑢𝑢(𝜕𝜕,𝜕𝜕, 𝜕𝜕𝑟𝑟+1)𝑑𝑑Ω
Ω𝑖𝑖𝑖𝑖

− � 𝑢𝑢(𝜕𝜕,𝜕𝜕, 𝜕𝜕𝑟𝑟)𝑑𝑑Ω
Ω𝑖𝑖𝑖𝑖

+ � �(𝑬𝑬)𝑘𝑘
∗ ∙ 𝒏𝒏

4

𝑘𝑘=1

𝑙𝑙𝑘𝑘
𝑜𝑜𝑛𝑛+1

𝑜𝑜𝑛𝑛
𝑑𝑑𝜕𝜕 = 0

数値フラックスは、解がセル境界両側の変数の状態に依存しているというリーマン問題に基づいて評

価する。Roe3)は、セル境界両側の保存変数の状態のみに依存したヤコビアン・フラックスの近似形式

を定義した。セルΩLとセルΩRの間の境界kを通過する数値フラックスは、次のように計算される。

𝑬𝑬∗ ∙ 𝒏𝒏 = (𝑭𝑭,𝑮𝑮)∗ ∙ 𝒏𝒏 =
1
2
�(𝑭𝑭,𝑮𝑮)𝑅𝑅 ∙ 𝒏𝒏 + (𝑭𝑭,𝑮𝑮)𝐿𝐿 ∙ 𝒏𝒏 − �𝑱𝑱�𝑅𝑅𝐿𝐿�(𝑼𝑼𝑅𝑅 − 𝑼𝑼𝐿𝐿)�

Roeは、𝑱𝑱�𝑅𝑅𝐿𝐿が満たすべき特性として、次のものを提案した。

1. 𝑱𝑱�𝑅𝑅𝐿𝐿 = 𝑱𝑱�𝑅𝑅𝐿𝐿(𝑼𝑼𝑅𝑅 ,𝑼𝑼𝐿𝐿)
2.𝑭𝑭𝑅𝑅 − 𝑭𝑭𝐿𝐿 = 𝑱𝑱�𝑅𝑅𝐿𝐿(𝑼𝑼𝑅𝑅 − 𝑼𝑼𝐿𝐿)
3. 𝑱𝑱�𝑅𝑅𝐿𝐿は異なる実数による固有値と固有ベクトルの組み合わせをもつ

4. 𝑱𝑱�𝑅𝑅𝐿𝐿(𝑼𝑼𝐿𝐿,𝑼𝑼𝐿𝐿) = 𝑱𝑱𝑟𝑟(𝑼𝑼𝐿𝐿)

上記特性が与えられれば、近似ヤコビアン行列を直接計算に用いることはない。その代わり、保存変

数Uの差を固有ベクトル行列で分解する。

Δ𝑼𝑼 = 𝑼𝑼𝑅𝑅 − 𝑼𝑼𝐿𝐿 = �𝛼𝛼𝑟𝑟𝒆𝒆𝑟𝑟
3

𝑟𝑟=1

 

ここに、係数αnは

𝛼𝛼1,3 =
ℎ𝑅𝑅 − ℎ𝐿𝐿

2
±

1
2�̃�𝑐
�((ℎ𝑢𝑢)𝑅𝑅 − (ℎ𝑢𝑢)𝐿𝐿)𝑛𝑛𝑏𝑏 + ((ℎ𝑣𝑣)𝑅𝑅 − (ℎ𝑣𝑣)𝐿𝐿)𝑛𝑛𝑏𝑏 − �𝑢𝑢�𝑛𝑛𝑏𝑏 + 𝑣𝑣�𝑛𝑛𝑏𝑏�(ℎ𝑅𝑅 − ℎ𝐿𝐿)�



𝛼𝛼2 =
1
�̃�𝑐
��(ℎ𝑣𝑣)𝑅𝑅 − (ℎ𝑣𝑣)𝐿𝐿 − 𝑣𝑣�(ℎ𝑅𝑅 − ℎ𝐿𝐿)�𝑛𝑛𝑏𝑏 − �(ℎ𝑣𝑣)𝑅𝑅 − (ℎ𝑣𝑣)𝐿𝐿 − 𝑢𝑢�(ℎ𝑅𝑅 − ℎ𝐿𝐿)�𝑛𝑛𝑏𝑏�

これによって、𝑱𝑱�𝑅𝑅𝐿𝐿(𝑼𝑼𝑅𝑅 − 𝑼𝑼𝐿𝐿)は固有値と固有ベクトルによって次のように書き換えられる。

𝑱𝑱�𝑅𝑅𝐿𝐿(𝑼𝑼𝑅𝑅 −𝑼𝑼𝐿𝐿) = ���̃�𝜆𝑟𝑟�
3

𝑟𝑟=1

𝛼𝛼𝑟𝑟𝒆𝒆�𝑟𝑟 

固有ベクトルは、平均流速と平均波速によって表現される。これらの平均値は、近似フラックスに関

する上記の特性2を用いることによってセル境界で計算される。 

𝑢𝑢� =
�ℎ𝑅𝑅𝑢𝑢𝑅𝑅 + �ℎ𝐿𝐿𝑢𝑢𝐿𝐿
�ℎ𝑅𝑅 + �ℎ𝐿𝐿

, 𝑣𝑣� =
�ℎ𝑅𝑅𝑣𝑣𝑅𝑅 + �ℎ𝐿𝐿𝑣𝑣𝐿𝐿
�ℎ𝑅𝑅 + �ℎ𝐿𝐿

, �̃�𝑐 = �
𝑔𝑔
2

(ℎ𝑅𝑅 + ℎ𝐿𝐿)

セル境界がドライセルとウェットセルの間であれば、平均流速は境界両側の流速の算術平均で修正す

る必要がある。 

𝑢𝑢� =
𝑢𝑢𝑅𝑅 + 𝑢𝑢𝐿𝐿

2
, 𝑣𝑣� =

𝑣𝑣𝑅𝑅 + 𝑣𝑣𝐿𝐿
2

これは、ドライセルの流速がゼロになるためである。 

 氾濫水の先端では、摩擦項が一般的に支配的になり、安定性に様々な問題を生じさせる。水深が小

さい場合も同様である。この問題を処理するため、摩擦項は準陰解法で取り扱う。 

𝑆𝑆𝑓𝑓𝑏𝑏 = −(1− 𝜃𝜃)�𝑔𝑔ℎ𝑆𝑆𝑓𝑓𝑏𝑏�
𝑟𝑟 − 𝜃𝜃�𝑔𝑔ℎ𝑆𝑆𝑓𝑓𝑏𝑏�

𝑟𝑟+1

𝑆𝑆𝑓𝑓𝑏𝑏 = −(1− 𝜃𝜃)�𝑔𝑔ℎ𝑆𝑆𝑓𝑓𝑏𝑏�
𝑟𝑟 − 𝜃𝜃�𝑔𝑔ℎ𝑆𝑆𝑓𝑓𝑏𝑏�

𝑟𝑟+1

ここに、θはウェイトを表すパラメータで、ここでは0.5を用いる。

底面勾配の処理は摩擦項と同様に注意が必要である。本研究では、下記のAudusseら4)の提案する手

法を用いる。x方向の場合、セル境界のz、ならびにセル境界の左右の静水圧を以下のように定義する。

𝜕𝜕𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗 = max�𝜕𝜕𝑟𝑟,𝑗𝑗; 𝜕𝜕𝑟𝑟+1,𝑗𝑗�

ℎ𝑟𝑟+1 2⁄ −,𝑗𝑗 = max�ℎ𝑟𝑟,𝑗𝑗 + 𝜕𝜕𝑟𝑟,𝑗𝑗 − 𝜕𝜕𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗;  0�

ℎ𝑟𝑟+1 2⁄ +,𝑗𝑗 = max�ℎ𝑟𝑟+1,𝑗𝑗 + 𝜕𝜕𝑟𝑟+1,𝑗𝑗 − 𝜕𝜕𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗;  0�

したがって、底面勾配項は以下のようになる。 

𝑆𝑆0𝑏𝑏𝑟𝑟−1 2⁄ +,𝑗𝑗 =
𝑔𝑔
2
�ℎ𝑟𝑟,𝑗𝑗

2 − ℎ𝑟𝑟−1 2⁄ +,𝑗𝑗
2�

𝑆𝑆0𝑏𝑏𝑟𝑟+1 2⁄ −,𝑗𝑗 =
𝑔𝑔
2
�ℎ𝑟𝑟+1 2−⁄ ,𝑗𝑗

2 − ℎ𝑟𝑟,𝑗𝑗
2�

y方向も同様に表される。

𝜕𝜕𝑟𝑟,𝑗𝑗+1/2 = max�𝜕𝜕𝑟𝑟,𝑗𝑗; 𝜕𝜕𝑟𝑟,𝑗𝑗+1�

ℎ𝑟𝑟,𝑗𝑗+1 2−⁄ = max�ℎ𝑟𝑟,𝑗𝑗 + 𝜕𝜕𝑟𝑟,𝑗𝑗 − 𝜕𝜕𝑟𝑟,𝑗𝑗+1/2;  0�



ℎ𝑟𝑟,𝑗𝑗+1 2⁄ + = max�ℎ𝑟𝑟,𝑗𝑗+1 + 𝜕𝜕𝑟𝑟,𝑗𝑗+1 − 𝜕𝜕𝑟𝑟,𝑗𝑗+1/2;  0�

底面勾配項は以下のようになる。 

𝑆𝑆0𝑏𝑏𝑟𝑟,𝑗𝑗−1 2+⁄ =
𝑔𝑔
2
�ℎ𝑟𝑟,𝑗𝑗

2 − ℎ𝑟𝑟,𝑗𝑗−1 2+⁄
2�

𝑆𝑆0𝑏𝑏𝑟𝑟,𝑗𝑗+1 2−⁄ =
𝑔𝑔
2
�ℎ𝑟𝑟,𝑗𝑗+1 2−⁄

2 − ℎ𝑟𝑟,𝑗𝑗
2�

土砂の連続式は、着目するセルとそのxまたはy方向に隣接するセルの流速に応じて、風上差分によ

って計算される。 

Roeのスキームは、線形化の過程によって非物理的な結果をもたらすことがある。非物理的な不連

続を持つ数値解を避けるため、Harten and Hymanは以下のようなεを導入することで、固有値の絶対値

を再定義した。 

𝜀𝜀𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗 = max�0, ��̃�𝜆𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗
𝑘𝑘 − 𝜆𝜆𝑟𝑟,𝑗𝑗𝑘𝑘 �, �𝜆𝜆𝑟𝑟+1,𝑗𝑗

𝑘𝑘 − �̃�𝜆𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗
𝑘𝑘 ��      𝑘𝑘 = 1,2,3

𝜀𝜀𝑟𝑟,𝑗𝑗+1/2 = max�0, ��̃�𝜆𝑟𝑟,𝑗𝑗+1/2
𝑘𝑘 − 𝜆𝜆𝑟𝑟,𝑗𝑗𝑘𝑘 �, �𝜆𝜆𝑟𝑟,𝑗𝑗+1𝑘𝑘 − �̃�𝜆𝑟𝑟,𝑗𝑗+1/2

𝑘𝑘 ��     𝑘𝑘 = 1,2,3

再定義された固有値の絶対値は、以下のような形になる。 

𝜓𝜓𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗
𝑘𝑘 = �

��̃�𝜆𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗
𝑘𝑘 � ��̃�𝜆𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗

𝑘𝑘 � ≥ 𝜀𝜀𝑟𝑟+1 2⁄ ,𝑗𝑗
𝑘𝑘 のとき

𝜀𝜀𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗
𝑘𝑘 ��̃�𝜆𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗

𝑘𝑘 � < 𝜀𝜀𝑟𝑟+1 2⁄ ,𝑗𝑗
𝑘𝑘 のとき

𝜓𝜓𝑟𝑟,𝑗𝑗+1/2
𝑘𝑘 = �

��̃�𝜆𝑟𝑟,𝑗𝑗+1/2
𝑘𝑘 � ��̃�𝜆𝑟𝑟,𝑗𝑗+1/2

𝑘𝑘 � ≥ 𝜀𝜀𝑟𝑟,𝑗𝑗+1 2⁄
𝑘𝑘 のとき

𝜀𝜀𝑟𝑟,𝑗𝑗+1/2
𝑘𝑘 ��̃�𝜆𝑟𝑟+1/2,𝑗𝑗

𝑘𝑘 � < 𝜀𝜀𝑟𝑟,𝑗𝑗+1 2⁄
𝑘𝑘 のとき

 対象領域の境界外側にさらにダミーのセルを設けることで、境界条件を設定する。境界セルとダミ

ーセルの間で従属変数の勾配をゼロにすることによって、壁面境界での反射条件や開境界での透過条

件を設定することができる。 

 用いる数値スキームは、微小な水深による影響を受けやすい。底面摩擦項の値が増加することで逆

方向の流れを引き起こすこともあるが、計算する水深の閾値をここではh < 0.001mとし、この条件を

満たす時に底面摩擦項の値をゼロとみなすことにする。 

３．解析結果 

3.1 対象領域 

本研究の対象領域は、大阪府大東市である（図-6）。生駒山地の西側、淀川水系寝屋川流域に位置

し、下流の低平地は豪雨によって度重なる浸水被害に見舞われてきたが、山地からの土砂流出による

洪水と土砂の氾濫にも警戒が必要な地域である。解析の対象としたのは0.71km2の面積で、標高は3m
から353mまで変化する。

3.2 解析条件 

大東市から最短距離にあるアメダスの雨量観測所として、生駒地点の観測値を使用する。1989年か

ら2018年までの雨量観測値を用いて、一般化極値分布（GEV）に従うと仮定して1000年確率の3時間

降雨ハイエトグラフ（図-7）を作成し、これを対象領域に一様に与えることとする。 

図-8に、対象領域の土地利用、勾配、初期土壌厚さの分布、初期河床堆積厚の分布を示す。流域の 



図-6 対象領域 

図-7 解析に用いたハイエトグラフ 



図-8 対象領域の土地利用、勾配、初期土壌厚さ、初期河床堆積厚の分布 



表-1 土地利用に応じた粗度係数、透水係数、空隙率 

表-2 斜面安定解析に用いたパラメータ 

地形は、国土地理院の発行する航空レーザー測量による5m分解能の標高データを使用する。これを基

に、8方向の標高から最急勾配方向となる各セルの流下方向を決定する。さらに、土地利用区分を基に

Manningの粗度係数と空隙率と飽和透水係数を決定する（表-1）。初期土壌厚さは、一様と仮定する

場合が多いが、本研究では標高に比例すると仮定して、最も標高の高い地点で2m、低い地点で0mと

する。また、2500セル以上の集水域をもつセルは主流域に属するセルとして、初期河床堆積厚を一様

に1mと仮定する。その他のパラメータは、表-2に定めた値を一様に与える。

3.3 解析結果 

3.3.1 斜面安定解析 

急勾配斜面に位置するセルは、降雨開始35～45分後ごろに崩壊を始めている。その時点での累積雨

量は300mmを越えている。不安定セルを安定セルに変換するプロセスにより、図-9のように斜面の安

全率が計算され、図-10のように安全率が1未満の斜面から流出した土砂の体積を推定することができ

る。本研究では、安全率が1未満のすべてのセルから土砂が生産されることにしているが、その結果、

かなり多くの斜面から土砂が生産される結果となり、このことから土砂生産量については過大評価さ

れている可能性がある。 

3.3.2 土石流と氾濫解析 

斜面崩壊で生産された土砂は、90%の体積土砂濃度をもつ洪水流に変換される。図-11に、斜面崩壊

土砂により発生した計算時間内の最大流動深の分布を示す。流域の北側では土石流が都市域にまで到

達しているものの、ほとんどの堆積域は上流山地内で堆積している。土石流流動深の最大値は、山地

の出口で発生した4.28mであった。



図-9 斜面の安全率の最小値 

図-10 斜面からの流出土砂厚 



図-11 斜面崩壊により発生した最大流動深 

3.3.3 侵食／堆積分布 

本研究において、土砂の発生源は2つに分けられる。1つは主流域河道の河床に堆積していた1mの堆

積物であり、もう1つは高濃度の洪水流を発生させる斜面崩壊によるものである。図-12は、侵食と堆

積の空間分布を示したものである。上流では、侵食の後に堆積が起こっており、都市域にまで到達す

る土砂の量は限定的である。これは、主に浸透率が高いために流量が減少し、土砂の輸送能力が減少

したことによるものと考えられる。 

3.3.4 土砂を考慮することによる解析への影響 

 氾濫流は、下流端の自由境界から自然流下で排水される。土砂を考慮した場合の最大流動深と、土

砂を考慮しなかった場合の最大浸水深を、それぞれ図-13と図-14に示す。図-13によると、浸水深が大

きい箇所は、市街地の中央付近に集中している。この地域には南北に国道が通っており、解析に用い

た標高のみでは必ずしも実際の排水系を反映しきれていないため、この国道で氾濫水が堰き止められ

て1.5mの浸水深が生じたものと考えられる。

図-14からは、下流の低平地における全体的な浸水深分布は土砂を考慮した場合と同様であることが 



図-12 侵食・堆積厚の分布 

図-13 斜面崩壊と河床堆積物から発生した流動深の分布 



図-14 土砂を考慮しなかった場合の浸水深分布 

図-15 土砂を考慮した場合と考慮しなかった場合の流動深の差 



わかる。しかし、浸水深の規模は土砂を考慮した場合の方が大きく現れている。図-15は、両ケースの

差を示したものである。この図より、浸水深の規模の差は、上流山地部のみならず主要河道に添った

エリアならびに土砂の堆積が発生した地点において見られる。勾配の大きい中部の山間地で主に土砂

が発生し、その土砂が山地内の河床に堆積して河床を上昇させ、土石流の流動深や氾濫水の浸水深を

増加させる結果となった。したがって、土砂の流出を考慮することで、山地部の河道や平地に流下し

てくる場所では洪水氾濫の危険性が高まると予想される。したがって、これらの地域の治水安全度を

検討するにあたっては、流域からの土砂の流出を考慮することは極めて重要であり、それによって推

定される流動深や浸水深は降雨のみを考慮した場合のものを上回ると考えられる。一方で、下流の低

平地における氾濫水の浸水深は、土砂を考慮した場合と考慮しなかった場合とで大きな違いは見られ

なかった。 

４．おわりに 

本研究では、浸透流モデル、崩壊土量推定モデル、二次元土砂・氾濫モデルから構成される統合モ

デルを構築した。このモデルを大阪府大東市に適用して、各要素モデルの機能を確認し、土砂を考慮

した場合と考慮しない場合の結果を比較した。その結果、勾配の急な中部山間地で土砂が多く発生し、

主に山間地の河床に土砂が堆積する傾向が見られたが、その影響は下流低平地にまでは到達せず、低

平地の氾濫では土砂の堆積の有無による浸水状況の違いは大きくなかった。この結果から、中部山間

地の集落や、山地河川が低平地に流下してくる付近の洪水氾濫危険度を検討するには、土砂の影響は

無視できないほど大きいことが予想される。 

本研究で用いた解析モデルは、詳細な地形や土地利用のデータが入手できれば適用することが可能

であることから、全国の中山間地の河川流域に適用可能であると考えられる。今後は、解析速度の高

速化、ならびに土砂流出量や流動深の実績データと比較することで、解析モデルの検証実績を増やし

ていくことが必要と考えられる。
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